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経営改革実施計画書（様式１）（外郭団体現況調査票） 

団 体 名  No Ｈ .4.1 現在 

設立年月日  基本財産 千円 本市出資額（％）  千円（ ％）

設立目的  

設立根拠  設立主体  

業務内容  

所 在 地  代表者  所管課  

内  訳 内  訳  

常勤 ※１

団体採用 
市派遣 市 OB 

非常勤

嘱託・

臨時 

※１

団体採用
市職員 市 OB 

合計 

役員数          

組織の状況 

職員数          

 平成  年度決算額 平成  年度決算額 平成  年度予算額 

総収入額 千円 千円 千円

総支出額    

差引収支額    

総資産額    

総負債額    

財務の状況 

正味財産額    

委 託 料 千円 千円 千円

補 助 金    

そ の 他 ※２   

市からの 

財政支出 

計    

事 業 名 事 業 内 容 予 算 額 

  千円
○年度 

主要事業 
   

今後の事業

予定 

 

予備的診断結果

現状と課題 

 

 

※１「団体採用」には、市 OB を含まない。 

※２「その他」は、市派遣人件費を含む。（８４０万円×市派遣職員数） 

 

資料 ３
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       経営改革実施計画書（様式１）（外郭団体現況調査票） （記載例） 

団 体 名 財団法人 静岡市駐車場公社 No Ｈ16.4.1 現在 

設立年月日 Ｓ60.4.15 基本財産 50,000 千円 本市出資額（％）  50,000 千円（100％） 

設立目的 市営駐車場の管理運営はもとより、駐車需要に見合う駐車場の整備を図ることにより、都市交

通機能の改善、商業機能の活性化、都市生活の向上に寄与する。 

設立根拠 民法第３４条に基づく財団法人 設立主体  市 

業務内容 ○○公園地下駐車場の管理運営  ○○駅自転車駐輪場の管理運営 

市所有未利用地の暫定駐車場の管理運営など 

所 在 地 静岡市追手町５番 1号 代表者 理事長 山田太郎 所管課 交通計画課 

内  訳 内  訳  

常勤 ※１

団体採用 
市派遣 市 OB 

非常勤

嘱託・

臨時 

※１

団体採用
市職員 市 OB 

合計 

役員数 ２ ０  ２  ０  ９  ３  ０  ６ １１ 

組織の状況 

職員数 １５  ３  ０ １２ １２  ０  １ １１ ２７ 

 平成１４年度決算額 平成１5年度決算額 平成１6年度予算額 

総収入額 １８１，７２６千円 ２０８，９７６千円 ２０８，１１７千円

総支出額 １７９，７５７   ２０５，４３９ ２０８，１１７ 

差引収支額     １，９６９     ３，５３７ ０ 

総資産額    ７５，９１７    ７９，４０６  

総負債額    ２３，９４８    ２５，８６５  

財務の状況 

正味財産額    ５１，９６９    ５３，５４１  

委 託 料 １７４，３８６千円 １９９，７７６千円 １９８，９６２千円

補 助 金    

そ の 他 ※２   

市からの 

財政支出 

計 １７４，３８６ １９９，７７６ １９８，９６２ 

事 業 名 事 業 内 容 予 算 額 

駐車場管理運営事業 ○○公園地下駐車場の管理運営 １２５，７８６千円

駐輪場管理運営事業 ○○駅自転車駐輪場の管理運営    １０，４７２ 

１６年度 

主要事業 

ＰＲ事業 ホームページの維持管理       ９４８ 

今後の 

事業予定 

営業時間の延長や定期駐車券の発行し、利用者増を図る。ホームページを充実させ、ＰＲに努

める。市所有未利用地を暫定駐車場として利用する。 

予備的診断結果

現状と課題 

○○公園横の市街地再開発に伴う民間駐車場整備による利用者減が予

想される。収入は市からの委託料がほとんどである。民間と事業が競

合している。指定管理者制度に向けた公社の機能強化が課題となって

いる。 

Ｂ 
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                 経営改革実施計画書 （様式２）          （参考例） 

                                 団体名： 
 

 今後の経営重点目標   

 
 
    

成果指標 現在値 平成２０年度  

成果指標 

(経営目標の達成度
を測るための指標）

 
 
 

  

 
計画年度 実績年度 

改革項目 改革・改善の具体的内容 
16 17 18 19 16 17 18 19

         顧客満足

度の向上          
         経営情報

の公表          
         事務事業

の見直し          
         財政の健

全化          
         組織の見

直し          
         
         

職 員 配

置・定員

管理計画          
         人事制度

の確立          
         
         

指定管理

者制度へ

の対応          
計画年度・実績年度の記入： △調査・検討  ○方針決定  ◎実施 

 
 


